
特別委員会の活動�決算特別委員会� 経済振興対策特別委員会�
　本委員会は、平成１５年９月定例会に提出された平成

１４年度滋賀県一般会計および各特別会計歳入歳出決算

の認定、平成１４年度滋賀県病院事業会計決算の認定、

平成１４年度滋賀県工業用水道事業会計決算の認定なら

びに平成１４年度滋賀県上水道供給事業会計決算の認定

を求める議案を審査するため、平成１５年１０月２日に設

置され、閉会中の平成１５年１０月１４日から１０月１７日お

よび２１日の５日間にわたり委員会を開き、集中的に審

査を行いました。�

　委員会では、慎

重に審査した結果、

平成１４年度決算

について、いずれ

も認定すべきもの

と決しました。�

環境対策特別委員会�
　本委員会は、今日の環境問題がもはや猶予ならない
事態にまで進行している中で、物質的な豊かさや便利
さを追い求めた生活を見直し、持続可能な環境配慮型
の社会を構築していくことについて調査研究を行って
います。�
　平成１５年度は、問題解決の手段として、まずは日常
生活を通して環境とのかかわりを正しく理解し、積極
的に環境保全行動を起こそうとする心をはぐくんでい
くことが重要であるとの認識に立ち、また、県民の皆
さんにもこのような思いを持って主体的な取り組みを
行っていただこう
と、滋賀県環境学
習の推進に関する
条例を委員全員で
平成１６年２月定
例会に提案し、可
決成立しました。�

少子高齢化対策特別委員会�
　本委員会は、少子化対策、高齢社会対策、青少年の
健全育成および男女共同参画社会の推進について調査
研究を行っています。�
　平成１５年度は、急速な少子化の進行や戦後第４のピ
ークを迎えた青少年非行など近年の社会状況に照らし
て、特に少子化対策と青少年の健全育成にテーマを絞
り、県の関係部局から本県の状況および施策の推進状
況について聴取し、参考人からは次世代育成支援対策
にかかる国の考
え方を聞くとと
もに、子育て支
援施設や少年補
導センター等を
現地調査するな
ど積極的な取り
組みを行いまし
た。�

地方分権推進対策特別委員会�
　本委員会は、広域行政・市町村合併対策、規制緩和
・行財政改革、地方税財源対策および首都機能移転に
ついて調査研究を行っています。�
　平成１５年度は、特に行政改革の一つとして平成１５年
７月に法律が成立した地方独立行政法人制度について
の調査研究を行いました。制度の概要と対象となる現
場を理解するため、公認会計士の参考人の招致、県立
大学を初めとする対象機関の関係者からの聞き取り、
国の独立行政法人の先進事例ならびに国立滋賀大学お
よび他府県の公立大
学の法人化へ向けた
準備に関する現地調
査等を実施し、県立
大学の地方独立行政
法人化に向けて積極
的に提言を行ってい
ます。�

　県の行政課題の中には、２つ以上の常任委員会

の所管にわたる案件のほか、集中的な審査や長期

的な調査研究を要する重要な案件があるため、本

県では現在４つの特別委員会を設置し審査や調査

を行っています。�

　また、例年、決算認定時には、決算特別委員会

が設置されます。さらに、平成１６年２月定例会に

おいては、平成１６年度当初予算を集中的に審議す

るために２５年ぶりに予算特別委員会が設置されま

した。�

　これらの委員会では、それぞれの重要課題につ

いて、県の関係部局から説明を受け、また、必要

に応じて現地調査を行うなど、専門的な調査研究

を行い、委員会の調査が県の総合的な施策に反映

できるよう努めています。�

　本委員会は、本県の産業構造において中小企業が大
多数を占め、第二次産業に特化していることから、既
存産業とりわけ商工業の活性化と雇用の安定、創出に
項目を絞り、参考人として経済界の代表や学識経験者
を招致して意見を聞くなど調査研究を行っています。�
　平成１５年度は、１２月に中小企業の支援策、技術者の
人材確保策および若年者の不安定就労対策等、一定の意
見を集約し、知事および教育委員会委員長に対し申入れ
をしました。�
　また、平成１６年２月定例会には政府と国会に対し、
中小企業や地域産業へ
効果的に資金が供給さ
れること等を盛り込ん
だ「中小企業振興策の
強化を求める意見書」
を委員全員で提案する
など積極的な取り組み
を行っています。�
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滋賀県環境学習の推進に関する条例案

平成16年度滋賀県一般会計予算
ほか16件
滋賀県経済振興特別区域に関する条例案
琵琶湖森林づくり条例案
滋賀県旅館業法施行条例案
滋賀県産業廃棄物発生抑制等推進基金条
例案
滋賀県職員定数条例の一部を改正する条
例案
ほか22件
契約の締結につき議決を求めることにつ
いて（琵琶湖流域下水道東北部長浜第二
幹線中多良岩脇工区管渠工事）
ほか12件
平成15年度滋賀県一般会計補正予算（第
５号）
ほか15件
損害賠償請求事件の和解および損害賠償
の額を定めることにつき議決を求めるこ
とについて
ほか８件
平成15年度滋賀県一般会計補正予算（第
６号）
ほか１件
滋賀県教育委員会委員（斎藤俊信氏、L

橋啓子氏、西田淑美氏）の任命につき同
意を求めることについて

議案番号 件　　　　　　　名 結果

２月定例会で審議した主な議案
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２月定例会で審議した意見書

意見書第１号 安心して暮らせる年金制度の確立を求める意見書案

議案番号 件　　　　　　　名 結果

否決

意見書第２号 北朝鮮による拉致事件の早期解決を求める意見書案 可決

（要旨）
拉致被害者およびご家族の方々の思いを真摯

し

に受け止め、北朝鮮に対して、真相究明を求める
とともに、送金規制や船舶の入港規制に係る法整備等を実現され、拉致は我が国主権の侵害であ
り人道上許されざる行為であり、拉致問題の解決なくして国交正常化はもとよりいかなる妥協も
あり得ないとの強い姿勢で迫り、北朝鮮に残された家族の一刻も早い帰国実現と拉致問題の早期
解決に全力で取り組まれるよう政府・国会に強く要望する。

意見書第３号 国から地方への税源移譲に関する意見書案

可決

（要旨）
真の地方自治を確立するため、国と地方の役割分担を明確にするとともに地方公共団体の果た

すべき役割に見合った国税から地方税への税源移譲の速やかな実施をされるよう政府・国会に強
く要望する。

意見書第４号 輸入牛肉の安全性確保に関する意見書案

可決

（要旨）
消費者の安全な食生活の確保のため、1.輸入牛肉に対し、国際獣疫事務局の定める基準に応じ、

ＢＳＥのトレーサビリティシステムを義務づけること。2.米国におけるＢＳＥ発生によって影響
の生じた加工、流通、小売、飲食等関係業者に対し、必要かつ十分な経営支援措置を行うこと等、
特段の配慮をされるよう政府・国会に強く要望する。

意見書第５号 65歳まで働ける雇用環境の整備を求める意見書案

可決

（要旨）
高齢者が65歳まで働き続けることができるようにするため、定年年齢の引き上げや継続雇用制

度の義務化を初めとする法的整備や再就職促進策などの高齢者の雇用環境整備等、所要の措置を
講ずるよう政府・国会に強く要望する。

意見書第６号 中小企業振興策の強化を求める意見書案

可決

（要旨）
中小企業が厳しい経営状況を脱却し、経営の再生を可能にするため、１．中小企業の育成、発

展のため、強力かつ多面的な支援を行うこと。２．金融機関による貸し渋り等に対して是正指導
を一層強化すること。３．担保や保証に過度に依存しない資金調達に向けた具体的な施策を早急
に推進すること。４．ペイオフ解禁に際して、中小企業への資金供給が滞ることのないよう配慮
すること。５．幅広い職種を対象とした職業能力評価基準の策定を促進する措置を講じられるよ
う政府・国会に強く要望する。

滋賀県議会では、県民の皆さんに議会活動への理解を一層深めていただくため、よりわかりやすい広報紙づくりに努めています。ご意見などを下記までお寄せください。
あて先　〒520-8577 大津市京町４－１－１　　滋賀県議会事務局 議事調査課 政務調査担当　　TEL 077-528-4094 FAX 077-528-4940 Ｅメール gikai@pref.shiga.jp
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議会インフォメーション
各定例会における本会議の詳しい内容をお知りになりたい方

は、次の場所で「滋賀県議会会議録」を閲覧いただけますので、
ご利用ください。

○県庁（議会図書室・県民情報室）
○各地域振興局行政情報コーナー
○県立図書館

○市町村立図書館
◎滋賀県議会ホームページ

http://www.pref.shiga.jp/gikai/

※各定例会の会議録は、次期定例会の開会日以降に閲覧いただけます。


